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発展途上国農業教育援助について

- FÅo/UNESCO/ILO 農業教育 ･科学 ･

訓練合同諮問委員会第2回会議より-

本 岡

Ⅰ は し が き

教育が発展途上国の開発において占める重
要性はきわめて大きい ｡1) わが国においても

それが最近認識され,強調されるようにな-'

たことは,まことに好ましい傾向だと思われ

る｡2) たとえば1971年 4月のシンガポールに

おけるアジア開発銀行年次総会,ついで 5月

のクアラル ンプールにおける東南アジア経済

開発閣僚会議において,わが国代表か ら,そ

れぞれ東南アジア開発における教育の重要性

とそれに対するわが国の援助の積極的姿勢が

強調されたところである｡

教育援助のうち,農業教育援助についての

関心がわが国においても高まり-つつあるのは

また慶賀すべきである｡ たとえば,昭和45年
度か らわが国が UNESCOに信託基金を提供

し,アジア農業教育モービルチームを派遣し,

また同年に南ベ トナムのカン ト-大学農学部

強化のための技術協力を開始した｡

ところが,発展途上国の農業教育援助につ

いて,とくに注 目すべきは,従来か ら国際機

*京都大学東南アジア研究センタ-
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闇がこの問題について興味をいだき,またか

なり積極的に活動 してきている事実である｡

もっとも,それについては,問題がきわめて

多い｡ しか も,国際機関の農業教育援助につ

いて注意すべきは国連の3専門機関,すなわ

ち教育科学文化機構 (UNESCO), 食糧農業

機構(FÅo)および国際労働機構(ILO)が,そ

れぞれ広義の農業教育援助を行なっているこ

とである｡UNESCOは学校教育,FAOは普

及(extention),ILO は職業訓練(vocational

education)に重点をおいているものの, 3

機関の活動は重視するところが多い｡これは

UNESCO が各国の教育省,FAO が農務省,

ILOが労働省とコンタク トし,各国での農業

教育がこれ ら3省の間で/;ラバラに行なわれ

ていることにもよる｡

この弊害を認めて,1969年に農業教育 ･科

学 ･訓練にかんする FAO･UNESCO･ILO問

の協力のためのエー ド･メモアールが3事務

総長問にとりかわされ,同時に 3機関の定例

の Inter-SecretariatWorkingGroup(ISW

G)が設け られた｡

他方, 同年, JointFÅo/UNESCO/ILO

AdvisoryCommitteeonAgriculturalEdu-

cation,ScienceandTraining(JAC)が設

け られた｡これは個人の資格においての18人

の委員か ら構成 さjLている｡

この JAC の第 1回会議は1969年12月にパ

リの UNESCO本部で,ついで第2回会議は
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1971年5月にローマの FAO本部で開かれた｡

わたくLは委員に任命されて両会議に出席し

た｡この会議にもとづいて,現在,農業教育

に対 し国際機関 レベルでいかなる援助が行な

われているか,その現状と問題点とを明らか

にしたい｡

なお,ここに付記 しておきたいのは,この

JACはもとより農業教育 ･科学 ･訓練の3

部門をとりあつか うことになっているが,実

際は農業科学をとりあつかっていない｡それ

はいろいろな理由のためである｡ まず農業科

学を ILOがあつか っていない｡つぎに,

UNESCO は基礎科学,FAO は応用科学と

いう一応の分担はある｡ しかし, UNESCO

のJACの担当部局であるDivisionofAgri-

culturalEducationandScienceは Science

Departmentに属するものの,農業の基礎科

学についての研究をほとんど行なっていない｡

また FAOの JACの担当部局である Agri-
culturalExtention EducationandRural

YouthService(これは EconomicandSocial

Department のうちの Rurallnstitutions

Division に属する) は農業研究ほとりあつ

かっていない｡これ らの理由のために,JAC

や ISWG は農業科学を名目上ほとりあつか

うことになっているものの,実際は,その活

動が農民訓練を含めての広義の農業教育につ

いてかざられている｡これはたしかに機構上

のひとつの問題点であろう｡

ⅠⅠ 国溌機関による農業教育援助の実態

FAO,UNESCOおよび ILOの発展途上国

における農業教育援助は,それぞれの3機関

より報告書が JAC の第2回会議に提出され

た｡その報告内容や形式が統一されていない

ため,この実態を統一的に理解することがむ

ずかしい｡このことは,これら機関の協調の

困難を如実に示していると思われるが,ここ

では,それぞれの報告にしたがって,その3
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機関の農業教育援助の活動状況を明らかにし

よう｡

1.FÅo

FAO は1969年12月から1970年5月までの

活劫を,つぎのように報告している｡

(1) 経常計画 (RegtllarProgram)

a.本部

i)世界農業教育および訓練会議

1970年7-8月, UNESCO および

ILO と Copenhagenで共催｡ しか

し会議の準備,運営は大部分,また

最終報告書の編集のすべてを FAO

が担当した｡

ii)FÅo/UNESCO/ILO 事務局 レベ

ル作業部会 (ISWG)

3カ月ごとに開催された｡

iii)FÅo/UNESCO/ILO 令同諮問委

員会 (JAC)

iv)農業教育 および訓 練 の た め の

FAO 内部の作業部会

専門分野における農業教育および訓

練は FAO内部の諸技術部局が担当

しており,多数のフィール ド･プロ

ジェクトをもっているし,また世界

的規模における会議 (たとえば1970

年に国際酪農業教育および訓練会議,

1971年に世界林業教育および訓練会

議)が開催されている｡ そこで,こ

の部内調整のため FAO内部農業教

育普及の作業部会が開かれている｡

b.フィール ド

i)スイス政府主催国際農業教育 コー

スに講師 1名派遣｡

ii)ヨルダンへ UNESCO と合同で農

業教育計画 ミッション派遣｡

iii)ナイジェ1)ア-中等教育セ ミナー

開催について職員 1名派遣｡

(2) 技術援助 (TechnicalAssistance)



本聞 :発展途上国農業数台援助について

これは UNDP/TecllnicalAssistance

Pr()gram と UNDP/SpecialFundPr0-

gram とよばれ,いずれもUNDP(Unit-

edNationsDevelopmentProgram 国

連開発計画)資金による｡1972年度か ら,

前者 UNDP/TAは smallproject,後者

UNDP/SF は largepr()jectとよば亘る ｡

Lたが-)て′実際上,.発展途上国にインパ

クトのあるのは,もっぱら後者だけと考

えてよい｡

a.UNDP/TA 計画

i)南太平洋農業教育ミッションノとし

てコンサルタント1名を派遣C.

ii)FÅo/ソ連共催の近東 ･アフリカ

の農業教育者 ･行政家のためのセ ミ

ナーに職員1名派遣｡

b.UNDP/SF計画

i)アルジェリ7- 農業技術者訓練

･社会主義的農業経営のための農業

技術者 ･会計士 ･普及および協同組

合専門家育成のためのもの｡1968-ノ

70年に約7,000人の専門家を育成し,
1970年から第2期計画に入っている｡

ii)ブルソデ ィ- Gitegaにおける

農業技術訓練所

1966年に発足 したこの訓練所は,

この国唯一の訓練所であって,農業

普及 ･協同組合および政府機関に働

く農業技術者養成を目的とする｡ 訓

練所の設備はすでに整い,第1回卒

業生は現場で勤務 している｡

iii)イラク- Mosul大学農学部

1969年に開始された｡北部イラク

農業開発計画の高級技術者供給のた

めに,同学部強化を援助する｡在勤

専門家の報告によると,同計画は順

調裏に進行しているという｡

iv)イラク- Baghdad大学農業技

術訓練所

1969年,Baghdad大学農学部に設

けられた｡農地改革 ･大規模濯翫 ･

入植などの農業開発計画の現場に必

要とされる中級技術者の2年間の訓

練を目的とする｡

V)ギニア- Kindia国立農業学校

中級農業技術者養成のためのKin-

dia農業学校の教育強化を日的とし,

とくに生徒の実習を重視する｡同国

政府は現在の施設利用のほか農村環

境における農業教育を望ましいもの

とし, 国立大学農学 部を Conakry

か らKindia-移 し,農業学校との

合併を計画｡ この計画の援助につい

て UNDPに申請 した｡

vi)ブラジル- RioGrandedoSul

州 SantaMaria連合大学の農業

教育と研究

1970年に開始され,同大学農学部
および獣医学部の強化を目的とする｡

これは,地域開発のための教育 ･研

究計画のオリエンテーション,研究

計画の発展 ･試験および展示農場の

強化,農業教員訓練計画の樹立など

にわたっての,大規模かつ複雑なプ

ロジェクトである｡ UNESCO は農

業教員訓練計画を援助 し, FAO は

Southernlllinois大学にサブ ･コン

トラクトして数人の専門家をすでに

現場に入れている｡

vii)ウルグ7イ- -Montevideo国立

大学農学部

1970年に発足 し,農業開発計画に

必要な人的資源供給のため,この農

学部を強化しようとする｡ 農学部の

再編成,教育と研究の調整,新セン

タ-と試験場設立,普及展示のパイ

ロット地域設立などのプロジェクト

からなる｡
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以上は,いわば例示的なものであって,

FAO は農業教育および 訓練分野におい

て,そのほかに7プロジェク トをもつ ｡

また,林業 ･漁業 ･水産業 ･酪農業 ･畜

産業等の専門分野において,教育訓練を

も重要な内容とする約30のプロジェク ト

を運営 している｡

C. その他の技術援助

FAO/デンマーク協同組合計画のよう

に2国間援助計画との協同による技術援

助が増大 しつつある｡ タンザニアおよび

マラヴィで1970年に開催された3週間の

農民訓練所長および上級普及員のための

農民教育セ ミナーはその一例である｡

d.世界銀行 (InternationalBankfor

ReconstructionandDevelopment,

IBRD)調査団

IBRD は教育および訓練のための融資

を増大 している｡ その調査団へ FAOか

らつぎのように参加した｡

i) コンゴ民主共和国 (Brazzaville)

一般教育のための IBRD/UNESCO

-バ リュ--ショソ･ミッション,

1970年｡
ii) ソマリへの IBRDァプレイザル ･

ミッション,1970年｡

iii)セネガ-ル一般 ･技術 ･農業教育

についてのIBRDアプレイザル ･ミ

ッション,1970年｡

iv)モロッコ教育計画にかんしての

IBRD アプレイザル ･ミッション,

1970年｡

Ⅴ) リベ リアのプロジェク ト･プレパ

レ-ションの為の IBRD/UNESCO

ミッション,1971年｡

(3) 刊行物

FAOの AgriculturalEducation,Ex-

tensionandRuralYouthServiceのこ

の期間の刊行物として,つぎの諸点があ
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げられている｡

NuiritionhumaineenAfriqueiroPi-

cale.

Guideduvulgarisateuragricole

LeslegumineusesagrainsenAfri-
que.

Training facilitiesfor cooberaiive

Personnelof African countries.

(EnglishandFrench)

Elemenisduvulgarisationagricole.

GuiapapalaPreservaciondelPes-

cado

Una Lisia Selecionada deLibrosy

PublicacionesPerio'dicaspara.

Ense如nzayCapacitacio'nAghcolasen

AmdricaLatina.

AgriculiuralEducationandTrainmg

- RevieuJofSelectedDevelopment,

1969/70edition(English,Frenchand

Spanish)

Pourmieuxsenourrir.

BeiierFarm壬ngSeries,23Manuals

for Zniermediaieand Vocational

LevelTeaching.

2.UNESCO

UNESCO の1970,71年度前半の活動状況

はこの会議できわめて簡単に報告されている｡

(1) 農業教育 ･科学にかんする国際的協

同 ･調整｡

上述の ISWGのほか,FAOが担当す

る農業教育部門の UNDP/SF の実施に

参加｡

(2) 農業教育の調査研究｡

アジアとアフリカの若干の国について,

社会麿折的発展との関連のもとでの農業

教育発展過程にかんする比較研究｡

(3) 研究と出版をとおしての 農業教育 の

助成｡



本間 :発展途上国農業教育援助について

a.農業教育の各段階におけるカリキ ュ

ラムの分析 ･開発および改善｡

b.農業教育の各部面の改善発展cJ)汽料

としての農業教育と科学の最近の傾向

をとりあつか う一連の出版｡

(4) 各段階 ごとの 農業教育二剰 rEl家組織の

助長｡

とくに77リカ,アラブ諸国,7ジ7

およびラテンアメリカに重点をお く｡

(5) 国際的大学院 コースの 設立 とその援

助｡

高等および中等農業教育教員の養成を

目的とする｡

(6) 農村発展における教育の役割を強調

する統合的パイロット･プロジェク トと,

初等ならびに下級中等学校教育のカリキ

ュラムにおける農業的オ リエンテーショ

ン′○

(7) 各段階の 農業 コースの 標準的設備 l)

ス トの作成｡

(8) 加盟諸国の 農業教育援助 として, 短

期 ミッション派遣,国際的 コース出席の

ためのスタッフの旅費支給,教員学生交

換のための奨学金,講師派遣,農業教育

の研究活動の促進強化のためLJ)研究奨学

金の交付｡

(9) UNDP/SF プログラムの 担当機関と

して,つぎの4プロジェク トを担当｡

a. コロンビア- 中等農業教育

b.インド- 農業教育と研究のための

人学院｡

(∴ マ リ- 農村技術訓練所

d.フィリピン- 中郡ルソン国立大学

農業教育の強化｡

3.ILO

過去一年半の ILO の活動としては, つぎ

のとお り報告された｡

(1) 経常計画

a.本部

i)世界農業教育 ･訓練会議の準備と

参加

ii)ISWG への参加

iii)JAC-の参加

iv)ILO 内部における農業教百 ･,調

練についての部局間の調整

V)FAO･UNESCO･UNDP以外J)

機関との協同

1970年には UNICEF と車務局 レ

ベルの会合,WorldFoodProgram

と若干のプロジェク ト評価のため合

同 ミッションをも-'た｡

vi)研究調査

FAO事務総長提案によるAdmin-

istrativeCommitteeofCO-ordina-

tionのなかでの技 術 グループ発足

に関連 して, ｢緑の革命｣の研究を

準備｡

lJ.フ ィール ド

i)技術援助

(a) ASFEC(ArabStatesFLlnda一

mentalEducationCentre)およ

び CREFAL(CentreR短inald'

Educatiolldel'Am6riqueLati-

ne)に 長けるUNESCO識字計画

-の職員派遣

(b) アジア地域 農村前職業訓練-

のア ドバイザー派遣(1969～71隼)

(C) タイ農村職業予備訓練 (1968

-70年)の開催

(d) ブラジル農村職業訓練計画-
の職員派遣

(e) 醗国農村職業予備訓練

ii) ミッション

中央771)カ共和国 ･ケニア ･ウ

ガンダ･マラヴィ･セネガ-ル ･コ

ロンビア- ミッションを派遣｡

C.セ ミナ-および訓練 コ-ス
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5セミナーに職員を派遣

(2) 技術援助

a.UNDP/TA 計画

i)ケニア･農業職業予備訓練 (1971

-72年) (1専門家)

ii)アッパーボルタ ･農村手工訓練

(1969-72年) (3専門家)

iii)イラン･農村職業訓練 (1969-71

年) (2専門家)

iv)パラグァイ ･村落作業訓練 (1969

-71年) (1専門家)

Ⅴ)ペルー･農村訓練 (1968-71年)

(1専門家)

vi)アルゼンチン･農村訓練 (1971-

72年) (1専門家)

vii)コロンビア･職業予備訓練 (1969

-71年) (2専門家)

b.UNDP/SF計画

i)マリー 実 践 農 村 訓 練 コー ス

(1969-71年)

30箇所に CentresaOrientation
Pratiqueを開設し,農村青年の教

育とこのセンターの職員養成を目的

とする｡10人の専 門 家 からなり,

UNESCO,FAO お よび World

FoodProgram も協力｡

ii)セネガール- 第二次農村職業訓

練 (1969-71年)

農村職業訓練事業の統合拡大を日

的とし,農村指導者 ･技術者の養成

･中央勧告および統制ユニットの設

立 ･12の新農業訓練センターの設立

および農村改良普及員再訓練などの

プロジェクトをもち,12人の専門家

が参加｡

iii)中央アフリカ共和国- 農村職人

養成 (1968-73年)

500人の農村職人の訓練 ･定 着 ･

教育のほか,職人の再訓練,農村青
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年の教育を 目的とする｡ FÅo/SF

の普及員再訓練と協同｡

iv)マリ- 農業指導員および普及員

訓練 (1970-72年)

指導員および普及員のための農業

訓練センターの援助を目的とするが,

現在32の農民訓練センターと3農業

訓練センターとを援助している｡ 上

記の ILO 実践的農村訓練センター

のほか,UNESCO,ILOの UNDP/

SF計画や WorldFoodProgram,

FAO と協同｡

V)ギニア- 農村指導所養成 (1971

-77年)

従来の伝統的な農村小学校の教育

に代替し,かつ補充する Centresd'

enselgnemener6volutionnaire の

指導者養成を目的とする｡ 7人の専
門家が Toloの師範学校で指導者訓

練にあたっている｡

vi)-クアドールー 職業訓練 (1970

-71年)

農業訓 練 専 門 家 1名が UNDP/

ILOSF職業訓練計画に参加｡

vii)ブルソディ- 総合的農業開発

(1970-71年)

UNDP/FÅoSF農業開発計画に

農村訓練計画および組織の1専門家

派遣｡

viii)ブラザビル ･コンゴ- 農村開

発 (1970-73年)

9名の専門家のうち2名の職人訓

練,2名の農村訓練専門家が参加｡

ix)アフリカ- 職業予備訓練地域専

門家 (1969-70年)

農村地域における小学校卒業生雇

用問題について政府を援助するため

1専門家をケニア･ウガンダ･タン

ザニア ･ザンビアに派遣｡
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Ⅹ) アイポリ-コ-ス トー 林業労働

者訓練 (1970-73年)

林業労働者の職業訓練をR的とし.

ILOか ら2名の訓練専門家を派遣｡

Ⅹi)ナイジェリア- 西部州農業雇用

促進パイロッ1､計画

総合開発計画の うちで雇用促進方

法をテス トし展示するパイロット計

画｡11人の専門家のうち,4人は農

村雇用訓練,木工 ･金属工 ･建築工

などの農村青年職業訓練か らなるo

xii)チ ャ ド- -Quaddai農村開発

(1970-72年)

農村地域における生活改善と稲川

増大による発展をH的 とし,7人の

専門家を派遣｡

その他,チュニジアは,UNICEF

との共同の農村職業予備訓練センタ

ー (196∠1-67年)計画終了の後,節

援助を要請 している｡ また,1970年

に終了した UNDP/SF計画の ILO

の農村職業訓練専門家の任務終了後,

ILO/UNESCO/FAO 合同の農業教

育および訓練に関するレビューミッ

ションが計画さjtた｡

ⅠⅠⅠ 国際機関の農業教育援助に対す

るあり方

ここに,この国際専門機関の教育協力に関

しての私見をはっきりさせておきたいと思 う｡

まず第 1には,こjtら専門機関がとくに発

展途上国農業教育援助を行なうための,教育

の全体計画が必要なのではなかろつか｡̀とく

に注意すべきは,農業教育は初等教育か ら高

等教育に至る学校教育と,農業改良普及 ･村

落開発(communitydevelopment)あるいは

機能的識字運動 (functionalliteracymove-

ment),農民訓練,農村職業訓練 な どの学

校外教育とか らなりたつ(,そこで.国家開発

(nationaldevelopment)なるひ じょうに広

い視角から,農業教育が根本的にとりあっか

わ,-Itる必要がある｡3) これを広義の教育計画

と名づけ得よう｡ さらに,学校教育と学校外

教育とにわけても,農業にかんする学校教育

はこの学校数育体系のなかに位置づけられね

ばならない｡とくに,その卒業生にたいする

需要と見合わされることが大切である｡ いJ)

ゆる労働力の量 ･質の二面にわたる需給関係

の兄とおしのもとに学校教育体系がたてられ

るべきである｡ また農業の学校外教育につい

ても,農業開発計画と結びつけらjtたもU)千

あること′'/i望ましい｡ 二の場合,たんに生産

増大とい･')視点か らだけでなく,扉用増大の

視点か ら計画がたてられるべきである｡とく

に農村内部における屈用の増大,あ7Jいは農
村人口の都市-の流出のための訓練がなされ

る必要がある｡ ところ/八 こうした全体計画

をこの3国際専門機関のいずれ もが現在とり

あつか-〕ていないO 二′巨はまことに遺憾に思

われる｡

第2に,これに関連 して,先に述べたよう

に,農業教育 ･訓練に関し,FÅo,UNESCO

および ILO L7邦師)一･応の分野の協定//,見ら

れるに 至ったことは, 慶賀に堪えない｡ L

か し, なおかつ, 3専門機関の問, とくに

FAO と UNESCO,FAOとILO との間に重

複している分野が多い｡こ,1日よ,この:3専門

機関の清動状況を見/汗ば明らかなところであ

る｡ これはもちろん,受入れ国において,農

業教育についての担当関係が明確でないこと

3)国家開発と教育の関係については,Oliver
Popenoe, HTheImportanceorEducationin

NationalDeveloplnent,"AmericanJournal-A

QuarterlyRevieu,,Vol.VII,No.3,December,

1967がすぐれている｡なお,TakeshiMotooka,
ResponsLbilityofAgriculturalEducationin

Souiheasi Asian Development, Discussion

Paper No.30, The Center forSoutheast

Asian Studies,KyotoUniversity,Kyoto で

もこの間題が論じてある｡
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に もよる｡ したがって, 3専門機関の本部 レ

ベルにおける調整はもとより,援助受入れ国

においての国 レベルにおける調整が,きわめ

て重要になるであろう｡

受入れ国 レベルにおいての調整について,

各国におけるUNDPのResidentRepresent-

ativeOfficeの機能は, UNDPの活動の増

大についていよいよ重要になることは間違い

ない｡少なくとも ResidentRepresentative

Officeは,受入れ国 レベルにおける3専門機

関の活動をその計画過程において積極的に調

整すべきではなかろうか｡

また受入れ国においてほ,それぞれ経済計

画庁あるいは外国援助調整機関があるが, こ

れ らの機関が積極的に外国援助の調整をはか

るべきではなかろうか｡ここに,きわめて重

大なポイン トがあると思われる｡

なお,FAO 内部 において, 農業教 育は

AgriculturalEducation,Extention and

RuralYouthServiceが担当しているよう

であるが, 実際は Forestry Department,

Fishery Department はそれぞれ林業およ

び 水 産 業 教 育訓練を担当し, Agriculture

Departmentは酪農･畜産教育を担当する｡そ

れ以外に多 くの部局が大な り小なり農業教育

や農民訓練を行なっている｡ これ らの FAO

内部における農業教育 ･訓練にかんするプロ

ジェク トの調整,いいかえると,官僚機構に

強 く見られるセクショナ リズムをいかに打開

す るかが,きわめて深刻な問題である｡ とく

に注意すべきは,発展途上国農業援助プロジ

ェク トはいずれ も農業教育的,農民訓練的要

素をもっている｡ たとえば,擢瀧排水プロジ

ェク トも,たんに農業土木工事に終わるだけ

でな く,水利用の効率化のために農民に対す

る展示農場をもつことや,農民に水利組合を

組織させることが必要である｡ これほとりも

なおさず農民訓練を意味する｡

第 3に, 3専門機関の発展途上国の援助は
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その regularprogram として行なわれてい

るのは,きわめてわずかである｡ 現在,援助

活動の大部分は, UNDPのSpecialFundプ

ログラムとして行なわれている｡ UNDPは

丘nanceagency であ り, 3専門機関は spe-

cializedagencyであるといわれる｡ 実際は

UNDPの SpecialFund のプロジェク ト以

外は,規模が小さくて,大きなインパク トは

もち得ない｡ はたして, UNDP と3専門機

関との調整が十分かどうかに問題がある｡ 少

な くとも,その調整にあまりにも時間がかか

りすぎている現状は,率直に認められなけれ

ばならない｡私は IAWG や JACに, 3専
門機関のほか UNDPが, オブザ-メ-でな

く正規のメンバーとして参加すべきであるこ

とを主張したい｡

同じことは IBRD に つ い て もい い得よ

う｡IBRDがとくにここ2年来,農業教育に

積極的に関心をもっているのは事実である｡

たとえば,イ ンドネシアの農業教育,ことに

中等農業教育について強い関心を示 し,本年

3月,再 び調査 団を送 りこんでいる｡ 他方

UNESCO はすでに農業教育にかんする調査

をすましている｡ この間の調整が どうなって

いるかが現実の問題である｡ IBRD は IDA

(InternationalDevelopment Association,

いわゆる第二世銀)資金を,ほとんど無利子

に近い金利で数十年にわたる返済条件で融資

する｡ しか もその金案酎よ1件数百万 ドルにの

ぼる｡ UNDP/FÅo,UNDP/UNESCO など

の SFプロジェク トよりも,受入れ国にとっ

ては,はるかに魅力的である｡ また最近は,

地域銀行 も教育に興味を示 し,たとえば アジ

ア開発銀行は1970年度に200方 ドルをシンガ

ポールの技術教育に融資した｡ したがって,

3専門機関の活動とIBRDの融資とをいかに

機能的 ･効果的に結びつけるかは, きわめて

重要な問題である｡

同じことが 2国間接助 との関係についても
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いえる｡ これには援助国が信託基金 (Trust

inFund)を3専門機関に提供する方式があ

る｡ おそらくこの方式による援助は今後とも

拡大されよう｡ しかしこのほかに,農業教育

援助に対する2国内援助が行なわれているが

(たとえば,アメリカの AID による農科大

学援助),これと3専門機関の援助とが,きわ

めて無関係といってよい状態にある｡ 国際的

援助効率を疑わしめる｡

さらに,東南アジアでは東南アジア文部大

臣会議 (SoutheastAsianMinistersofEdu-

cationConference,SEAMEC)がある｡この

会議C))プロジェク トとLて gradtlateCOtlrSe

を対象として数カ所に教育研究センターを設

けている｡ そのうち,農業教育については,

フィリピン国立 大 学 の LosBat-10S のキ

ャンパスに Southeast Asian Center f(つr

AgriculturalResearchが設け られている｡

これか らの地域協力が増大しようとするとき,

これと3専門機関の農業教育援助活動をどう

題になるであろう｡

第 4に,とくに農業教育について重要な問

題になってきたのは,いわゆる ｢緑の軍命｣

と農業教育との関係についてである｡ 高収量

品 種をしてその可能収量を実現せ しめるため

と, もうひとつはそのもたらす社会的弊害を

できるだけ くいとめるために,農民 ･農業普

及員あるいは学生生徒を教育するとい う,精

極的･消積的の二つの目的が認められる｡ に
もかかわらず, rJ緑の革命｣はこれまで主と

して農業改良普及としてほとりあっかわれて

いるものの,農業学校教育の面においては,

概 して軽視さjtているのは事実ではなかろう

か｡ ｢緑の革命｣のために,農民訓練を積極

的にお しすすめることも重要である｡ この点

は,JAC第2回会議で も強 調 されたところ
である｡ 当面の問題は,そのためにいか なる

具体的なプロジェクトをとりあげるかにある

が, 3機関とも今 日までのところ積極的な対

策を うち出していない｡

第5に,より具体的な問題に入る｡ さきの

活動状況報告か ら見ても,これら3専門機関

ともに,その人問的 ･資金的な両制約条件に

もかかわらず,あまりにも手を広げすぎるき

らいがあるのではなかろうか｡ 3機関とも主

として国 レベルで援助を行なっているが,は

たして数十カ国にのぼる発展途上国のすべて

にわた-'てこjtから援助を行なうことは,む

ずか しいであろう｡ 3専門機闇とも十分にそ

叫混ら′打た能力を認識すべきであ ,乙 ｡ また,

た-)た 1人の専門家を送-'ても,い-)た いど

れだけの効果があがるだろ/)か｡さらに,専

門家送出のための本部における事務量の大き

さを考えると,そ こで当然に cost-benefit

analysis,J/,大切にな-)てくる｡

ここで,決の点が注意されよう｡ 教育投賢

効果の分析は,歴史的 ･マクロ的考察におい

ては可能ではあろうが,それを ミクロに,チ

なわちプロジェク トごとに分析することはき

わめてむずかしい｡ そのために,水利プロジ

ェク トとは異なって,教育プロジェク トは,

ともすればイージ-なものにな りやす くなるo

その対策として,ひとつには教育プロジェ

ク トは,少なくとも投入両において支出され

る金紙を明確にすべきであると思 う｡ たとえ

ば,セ ミナ-を開くとすれば,つねにいくら

の費用がかかるか明示されるべきである｡た

とえ outputはあっかわれないとしても,せ

めてinputについて 】monetaryterlllにおい

て議論することが必要だ｡そ して outputに

ついて,できるだけの推計を行なうことが望

ましい｡

この意味で, 私は少な くと も UNDPの

SpecialFund で行なわれた農業教育プロジ

ェク トのすべてについて,できるだけ客観的

な evaluation を行なうことがひじょうに大

切だと思 うOそ して少なくとも,その成功な
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り失敗なりの教訓が,将来のプロジェクトに

生かされなければならない｡一般に発展途上

国開発援助に共通 して見 られるところは,

evaluationを欠くことである｡ それだけに,

UNDPが率先 して行なうべきではなかろう

か｡ evaluationの経費は援助費用にくらべ

ると,きわめてわずかですむのだから｡ この

evaluation を行なうならば, 受入れ国が,

プロジェクト開始のさい約束した資金や人材

を提供しないという,カウンターファンドや,

カウソクーパ- トの問題が必ずや指摘されよ

う｡ 実はこれこそ現在の援助のすべてに共通

した問題点だといわなければならない｡

この evaluation の結果がおそらく指摘す

るであろうが,農業教育援助については,質

金と人材との二つの制約条件がある｡ もっと

も UNDP/SFの場合でも,専門家派遣, フ

ェローシップ提供および機材供与にかぎられ

ている｡ ところが,機材を収容するための建

物やその付属施設 (たとえば給水 ･電力)な

どには,ほとんど支出されない｡また,提供

される機材にも限りがある｡ それだけに,専

門家派遣とフェローシップ提供が主となって

しまう｡ そこで建物施設などの制約条件を破

るために,IBRDや ADBなどの融資と結び

つ くことが必要である｡ 少なくとも,私自身

の経験では,発展途上国が,プロジェクトの

コミットメントを実際には守らないことが多
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い｡それだけに,資金面においても援助する

という配慮がきわめて大切であろう｡

もうひとつのきわめて深刻な問題は,専門

家についてである｡ とくに最近の先進国にお

ける所得水準の上昇は,国際機関として適当

な fieldo侍.cerを得 ることをしだいに 困難

にならしめている｡ これはまさしく afnuent

society のひとつの反映であろう｡ さらに加

えて,とくに教育の分野において,それが多

分に教育者という精神的な資格条件を必要と

するだけに,いっそうに,す ぐれた専門家を

得ることが困難になってきている｡ ごく端的

にいうと,発展途上国の現場に派遣された国

際機関の専門家が,現地で必ず しも評価され

ていないことが多い｡これは,人材がいかに

得がたくなりつつあるかの例証となる｡ この

意味でも, 3専門機関があまりにも数多くの

プロジェクトに手をひろげることは無理では

ないかと思われる｡ 末端のプロジェクトに手

をつけることには, 私はかなり践 蹄 する｡

それだけに, いっそう3専門機関の援 助 が

IBRD のプロジェク トや, 地域協力援助や,

および2国間援助などと,現地において十分

計画的に調整協力されることがきわめて重要

になる｡ 農業教育問題が重要になればなるほ

ど,これはひじょうに大きな問題になるであ

ろう｡


